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障がい福祉を取り巻く制度の変遷

年 月 事 項・内 容

４月 「発達障害者支援法」施行

平成１７年 ・発達障がいの早期発見等に関して国及び地方自治体の責務を明確化など

１０月 「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）の一部を改正する法律」施行

・精神障がい者に対する雇用対策の強化など

４月 「障害者自立支援法」施行（１０月に完全施行）

１８年 ・身体、知的、精神障がい者のサービス一元化や就労支援強化など

１２月 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する（バリアフリー新法）」施行

・各分野における基本方針の策定など

１９年 ４月 「学校基本法等の一部を改正する法律」施行

・従来の盲・聾・養護学校を特別支援学校に再編など

２３年 ８月 「障害者基本法の一部を改正する法律」施行

・目的規定の見直し(共生社会の実現)など

２４年 １０月 「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止法）」施行

・虐待を受けた障がい者に対する保護、養護者に対する支援など

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」施行

・法律名の改正及び障がい者の定義に難病患者等を追加など

２５年 ４月

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者優先調達推

進法）」施行

・障がい者就労施設等からの物品等の調達方針の作成や実績の公表など

２６年 １月 「障害者の権利に関する条約」の批准

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」施行

・障がい者に対する不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の不提供の禁止など

４月

「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）の一部を改正する法律」一部施行

２８年 ・障がい者に対する差別の禁止、合理的配慮の提供義務

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）及び児

５月 童福祉法の一部を改正する法律」成立（平成３０年４月施行）

・自立生活援助、就労定着支援の創設、高齢障がい者の介護保険サービスの円滑な利用、障

がい児福祉計画の策定など
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